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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第50期 

第３四半期連結 
累計期間 

第51期 
第３四半期連結 

累計期間 
第50期 

会計期間 

自平成25年 
 １月１日 
至平成25年 
 ９月30日 

自平成26年 
 １月１日 
至平成26年 
 ９月30日 

自平成25年 
 １月１日 
至平成25年 
 12月31日 

売上高 （百万円） 2,820 2,946 4,018 

経常損失（△） （百万円） △158 △300 △99 

四半期（当期）純損失（△） （百万円） △88 △343 △57 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △91 △342 △60 

純資産額 （百万円） 955 643 986 

総資産額 （百万円） 1,868 2,164 2,090 

１株当たり四半期（当期）純損

失金額（△） 
（円） △71.63 △279.70 △46.40 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 51.1 29.8 47.2 

 

回次
第50期

第３四半期連結
会計期間

第51期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成25年
 ７月１日
至平成25年
 ９月30日

自平成26年
 ７月１日
至平成26年
 ９月30日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △47.30 △266.30

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し 

ておりません。

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

 当第３四半期連結累計期間（平成26年１月１日～平成26年９月30日）におけるわが国経済は、デフレからの脱却

の確実化、経済の好循環の実現化に向けた各種経済政策の効果などを背景に緩やかな回復基調が続いているもの

の、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の長期化や海外景気の下振れ等のリスクが拭えきれない状況で推

移いたしました。

 このような環境の中、当社グループは、新規リテイナー契約と既存顧客からのスポット案件獲得に向けて、積極

的な営業活動を行いました。

 この結果、採算性の高いリテイナーの既存顧客数を維持するとともに平均顧客単価も上昇し、売上高につきまし

ては、リテイナー、オプショナル＆スポット、ペイドパブリシティの全サービス区分において前年同期を上回りま

した。特に引き合いが増加した分野は、リテイナーにおいては素材や宿泊業、オプショナル＆スポットにおいては

エネルギーや医薬品、ペイドパブリシティにおいては金融や不動産業界でありました。利益面につきましては、前

期に実施した人員整理による人件費削減の効果が奏功したものの、第２四半期で計上したＷＥＢ関連のプロジェク

トに係る受注損失引当金71百万円について、当第３四半期において302百万円を追加計上することとなり、営業利

益以下大幅な赤字となりました。

 国内連結子会社の共和ピー・アール株式会社は、安定顧客の維持、及び新規スポット案件の獲得を図りました

が、医薬品業界の不祥事の影響によるイベント等の延期や中止による減少をカバーするまでには至らず、売上高は

前年同期を下回りました。株式会社マンハッタンピープルの売上高については、今期、パブリシティ業務の受注に

比重をおいているため、第３四半期連結会計期間は前年同期を下回ったものの、上半期における受注案件のヒット

や新規案件の獲得による影響を受けて、累計では前年同期を上回る結果で終えることができました。

 海外子会社の共同拓信公関顧問（上海）有限公司については、第２四半期に引き続き、新規スポット案件の受注

数が増加したうえ、為替の影響もあり、売上高は前年同期を上回りました。

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は2,946百万円（前年同期比4.5％増）、営業損失298百万円

（前年同期は158百万円の営業損失）、経常損失300百万円（前年同期は158百万円の経常損失）、四半期純損失343

百万円（前年同期は88百万円の四半期純損失）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

（資 産） 

 当第３四半期連結会計期間末における流動資産は1,853百万円となり、前連結会計年度末に比べ154百万円増加い

たしました。これは主に、受取手形及び売掛金が128百万円減少した一方で、現金及び預金が160百万円、未成業務

支出金が87百万円及び繰延税金資産が38百万円等増加したことによります。固定資産は311百万円となり、前連結

会計年度末に比べ80百万円減少いたしました。これは主に、投資有価証券が６百万円増加した一方で、繰延税金資

産65百万円、敷金及び保証金28百万円等が減少したことによるものであります。

 この結果、総資産は2,164百万円となり、前連結会計年度末に比べ74百万円増加いたしました。

（負 債）

 当第３四半期連結会計期間末における流動負債は1,301百万円となり、前連結会計年度末に比べ507百万円増加い

たしました。これは主に、支払手形及び買掛金の減少70百万円等があった一方で、短期借入金の増加138百万円、

賞与引当金の増加60百万円、受注損失引当金の増加373百万円等があったことによるものであります。固定負債は

219百万円となり、前連結会計年度末に比べ91百万円減少いたしました。これは主に、長期借入金の減少64百万

円、退職給付引当金の減少28百万円等によるものであります。

 この結果、負債合計は1,520百万円となり、前連結会計年度末に比べ416百万円増加いたしました。

（純資産）

 当第３四半期連結会計期間末における純資産は643百万円となり、前連結会計年度末に比べ342百万円減少いたし

ました。これは主に、利益剰余金が343百万円減少したことによります。

 この結果、自己資本比率は29.8％（前連結会計年度末は47.2％）となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、記載を省略

しております。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。
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(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,040,000

計 5,040,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,260,000 1,260,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）
単元株式数100株

計 1,260,000 1,260,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 1,260,000 － 419 － 360

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年６月30日）に基づく株主名簿により記載しておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    30,300 － 単元株式数    100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,229,300 12,293 同上

単元未満株式 普通株式       400 － －

発行済株式総数 1,260,000 － －

総株主の議決権 － 12,293 －

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式
数（株）

他人名義
所有株式
数（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

共同ピーアール株式会社 東京都中央区銀座七丁目２番22号 30,300 － 30,300 2.40

計 － 30,300 － 30,300 2.40

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己名義所有の自己株式は30,317株であります。

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 
（管理本部長） 

取締役 安口 正浩 平成26年５月13日 

取締役 
（業務本部長） 

取締役
（専務執行役員）

木村 忠久 平成26年６月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

- 7 -



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 700,558 860,584 

受取手形及び売掛金 769,880 641,172 

未成業務支出金 135,826 223,743 

繰延税金資産 56,498 94,906 

その他 44,920 41,630 

貸倒引当金 △9,016 △8,738 

流動資産合計 1,698,667 1,853,298 

固定資産    

有形固定資産 102,019 102,144 

無形固定資産 5,785 5,518 

投資その他の資産    

破産更生債権等 180,906 181,946 

その他 283,727 203,468 

貸倒引当金 △180,906 △181,946 

投資その他の資産合計 283,727 203,468 

固定資産合計 391,532 311,131 

資産合計 2,090,200 2,164,429 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 258,038 187,978 

短期借入金 147,000 285,000 

1年内返済予定の長期借入金 104,136 90,736 

未払法人税等 8,004 16,033 

賞与引当金 - 60,828 

受注損失引当金 - 373,500 

その他 275,985 287,041 

流動負債合計 793,164 1,301,117 

固定負債    

長期借入金 156,774 92,072 

退職給付引当金 120,988 92,104 

役員退職慰労引当金 24,775 25,933 

その他 8,058 9,276 

固定負債合計 310,596 219,386 

負債合計 1,103,760 1,520,503 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 419,900 419,900 

資本剰余金 360,655 360,655 

利益剰余金 213,920 △130,023 

自己株式 △16,058 △16,058 

株主資本合計 978,417 634,473 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 3,672 5,565 

為替換算調整勘定 4,349 3,886 

その他の包括利益累計額合計 8,022 9,452 

純資産合計 986,439 643,925 

負債純資産合計 2,090,200 2,164,429 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 2,820,700 2,946,292 

売上原価 1,115,920 1,550,976 

売上総利益 1,704,779 1,395,315 

販売費及び一般管理費 1,863,591 1,694,014 

営業損失（△） △158,811 △298,698 

営業外収益    

受取利息 96 174 

受取配当金 347 377 

受取賃貸料 2,466 2,160 

保険解約返戻金 774 － 

その他 1,178 1,633 

営業外収益合計 4,863 4,345 

営業外費用    

支払利息 3,462 5,375 

売上割引 296 317 

為替差損 396 － 

その他 10 53 

営業外費用合計 4,164 5,747 

経常損失（△） △158,112 △300,100 

特別利益    

投資有価証券売却益 34,814 － 

役員退職慰労引当金戻入額 29,033 － 

特別利益合計 63,847 － 

特別損失    

固定資産除却損 13 508 

事業構造改善費用 43,668 － 

特別損失合計 43,682 508 

税金等調整前四半期純損失（△） △137,947 △300,608 

法人税、住民税及び事業税 2,609 14,133 

法人税等調整額 △52,477 29,201 

法人税等合計 △49,867 43,334 

四半期純損失（△） △88,079 △343,943 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年９月30日) 

四半期純損失（△） △88,079 △343,943 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △4,732 1,892 

為替換算調整勘定 1,688 △462 

その他の包括利益合計 △3,044 1,430 

四半期包括利益 △91,124 △342,513 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △91,124 △342,513 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

 

（会計方針の変更等）

該当事項はありません。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成25年１月１日
至  平成25年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成26年１月１日
至  平成26年９月30日）

減価償却費 9,581千円 8,439千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日） 

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり 

配当額(円)
 基準日  効力発生日 配当の原資

平成25年３月28日

定時株主総会
普通株式 18,445 15.00 平成24年12月31日 平成25年３月29日 利益剰余金

 

（２）基準日が当連結会計年度の開始日から当第３四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

 株主資本の金額は前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日） 

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 該当事項はありません。

 

（２）基準日が当連結会計年度の開始日から当第３四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

 株主資本の金額は前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日） 

当社グループは、ＰＲ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日） 

当社グループは、ＰＲ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △71円63銭 △279円70銭

（算定上の基礎）    

四半期純損失金額（△）（千円） △88,079 △343,943

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千

円）
△88,079 △343,943

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,229 1,229

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 第51期（自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日）中間配当については、第50期（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日）有価証券報告書に記載のとおり、経営基盤及び財務体質の強化を図ったうえで、期間業績に

応じた利益配分を行う基本方針に準じ、無配となりました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月14日

共同ピーアール株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 向出 勇治  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 林  達郎  印 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている共同ピーアール

株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年７月１日か

ら平成26年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、共同ピーアール株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


